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令和７年度福島ロボット関連技術実証等支援補助金募集要領 
 

令和７年７月 

              公益財団法人 

              福島イノベーション・コースト構想推進機構 

 

１ 募集期間 

令和８年２月２７日（金）までに行った事業 

  ※ 申請書は受理した順に審査します。書類に不備がある場合は受理できません。 

  ※ 審査の結果、補助の要件に合致し、適当であると認めた場合、交付を決定し

ます。 

  ※ 予算上限に達した場合、募集期間内であっても申請を締め切る場合があり

ます。その際は、ホームページ等で公表します。 

 

２ 事業目的 

   福島県では、新たな産業としてロボット関連産業の振興に取り組んでおり、「ロボット

産業革命の地ふくしま」の形成を目指しております。 

   県内企業がフィールドロボット産業に参入し、製品、技術、サービスの実用化を

進めるためには、実際の使用状況に近い環境での試験、評価、訓練を重ねて、その

技術力を強化する必要があります。 

   そのため、県内企業が福島ロボットテストフィールドを使用して行う実証試験、

性能評価試験、操縦訓練等に要する経費の一部について、予算の範囲内で補助しま

す。 

 

３ 事業内容 

   実証試験、性能評価試験、操縦訓練等のため福島ロボットテストフィールドを

使用した県内中小企業に対し、当該企業が負担した使用料の一部を補助します。 

 

４ 補助の条件 

（１）補助対象事業 

ア 補助事業者・補助対象事業 

補助事業者 補助対象事業 

県内中小企業（※） 
福島ロボットテストフィールドを使用して行う 

ロボットの実証試験、性能評価試験、操縦訓練等 

※福島県内に本社、試験・評価センター、研究開発拠点（福島ロボットテストフィ

ールド研究室を含む）、生産拠点が所在する中小企業 

（中小企業の定義は下記） 

業種 定義（従業員規模・資本金規模） 

小売業 50人以下 又は 5,000万円以下 

サービス業 100人以下 又は 5,000万円以下 

卸売業 100人以下 又は 1億円以下 

製造業、その他業種 300人以下 又は 3億円以下 
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  上記に関わらず、次の(ｱ)～(ｴ)に該当する中小企業は対象外となります。 

  (ｱ) 発行済み株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所

有していること  

  (ｲ) 発行済み株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を複数の大企業が所

有していること 

  (ｳ) 大企業の役員又は職員を兼ねている者が，役員総数の２分の１以上を占めて

いること 

  (ｴ) 福島県税の未納があること 

 

イ 補助対象事業の期間 

  令和８年２月２７日（金）まで 

  ※上記期間内に福島ロボットテストフィールドを使用して行う事業を対象とし

ます。 

 

 （２）補助対象経費 

経費区分 内容 

福島ロボットテス

トフィールド使用

料負担額（※） 

福島ロボットテストフィールドの施設及び附属設備のう

ち、下記に掲げるものの使用料負担額（その他の県補助金

等の対象経費として計上している場合を除く。） 

一 研究棟（ただし、屋内試験場を除く。）以外の施設 

二 研究棟附属設備（ただし、耐圧試験装置、塵埃試験装

置、防水試験装置、降雨・霧雨試験装置、耐風試験装置を

除く。）以外の附属設備 

 ※ 福島ロボットテストフィールド施設使用約款（福島国際研究教育機構 

令和７年４月１日施行）に規定する施設及び附属設備の使用料とする。 

 

 （３）補助対象経費控除額、補助率及び補助限度額 

補助対象経費控除額 補助率 補助限度額 

申請当たり３万円 １／２以内 申請当たり30万円 

  

 （４）補助額 

 補助対象経費から申請当たりの補助対象経費控除額（３万円）を控除した額に

補助率（１／２）を乗じた額を補助します。ただし、同一補助事業者に対する補

助額は、合計30万円までとします。 

 

５ 申請方法 

 （１）提出書類 

   ①福島県ロボット関連技術実証等支援補助金交付申請書（様式第１号） 

   ②登記事項証明書（全部事項証明書） 

   ③福島県税納税証明書（各地方振興局県税部が発行する県税に未納がないこ

とを証明するもの） 

④暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式Ａ） 

      ⑤預金通帳の写し等、口座名義人や口座番号を確認できるもの  

   ※①～④については原本が必要となります。 
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   ※②、③、⑤については当該年度の初回のみ提出が必要になります。 

 

（２）申請方法及び提出部数 

郵送又は持参により提出してください。（提出部数：正副各１部） 

 

 （３）申請時期 

補助金の申請は、施設の使用申請と合わせて行ってください。 

 

 （４）留意事項 

   ①書類に不備がある場合は受理できません。不明点などは事前に相談してくだ

さい。 

   ②提出書類については返却しません。 

③予算上限に達した場合は、募集期間内であっても申請を締め切る場合があり

ます。 

 

 

 

 （５）提出・問い合わせ先 

公益財団法人 福島イノベーション・コースト構想推進機構 

       福島ロボットテスフィールド 事業部 施設管理課 

〒975-0036  南相馬市原町区萱浜字新赤沼８３番  

電話：0244-25-2473   F A X：0244-25-2479 

E-mail：robot5@fipo.or.jp 
 

６ 審査及び交付決定等 

 （１）審査及び交付決定通知 

補助の要件等について審査の上、適当と認めた場合は、交付決定を行い、県

から補助事業者に通知します。 

（２）留意事項 

交付決定前の事前着手は、補助の対象となりません。補助対象事業の実施は

交付決定後としてください。 

 

７ 補助金の支払い 

７．補助金の支払い 

 （１）完了報告 

補助対象事業の完了後、速やかに完了報告書（様式第３号）を機構に提出し

てください。 

 （２）実績報告 

補助対象事業の完了した日から、１５日以内または令和８年２月２７日のい

ずれか早い日までに実績報告書（様式第４号）を機構に提出してください。 

なお、納めた使用料について返還を受けた場合は、返還額を除いた金額を実

績額としてください。 
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 （３）補助金の額の確定 

①実績報告の提出後は、報告書等の書類の審査等を行い、交付すべき補助の額 

を確定し、県から補助事業者に通知します。 

②補助金の支払いを受ける場合は、額の確定通知を受領後に、請求書（様式第

５号）を機構に提出してください。 

 

８ その他 

（１）交付決定の取消等 

虚偽の申請や条例に違反した使用などが交付決定後に判明した場合、補助

金の交付決定を取り消す場合があります。この場合において、既に補助金が

支払われている場合は、加算金を付して返還を命じます。 

 

（２）情報発信への協力等 

①実証試験等の成果について情報発信するとともに、広報等についても協力

ください。 

②補助事業の成果を活かしていくため、「ふくしまロボット産業推進協議

会」に入会の上、産学官連携や情報発信への御協力をお願いします。 


